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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第77期
第１四半期
連結累計期間

第78期
第１四半期
連結累計期間

第77期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (百万円) 95,703 96,933 407,366

経常利益 (百万円) 4,901 5,929 24,443

四半期（当期）純利益 (百万円) 1,383 3,428 13,255

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) 397 4,474 17,512

純資産額 (百万円) 288,827 306,327 304,051

総資産額 (百万円) 612,639 647,284 624,173

１株当たり四半期(当
期)純利益金額

(円) 5.05 12.52 48.43

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当
期)純利益金額

(円) ― 12.52 48.42

自己資本比率 (％) 47.1 47.3 48.6

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。

３  第77期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の

状況  １  四半期連結財務諸表  注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間は、景気対策への期待感や株価回復による資産効果などから、個人消費には

一部に動きがみられたものの、所得の伸び悩みや物価上昇への警戒感などから消費マインドの抜本的な

改善にはいたらず、依然として不透明な経営環境が続きました。

このような環境のもと、当社グループは、年代の枠を越えて幅広いお客様にご支持いただけるよう、お

客様ニーズに基づきすべての事業の革新をすすめるとともに、「店舗・カード・Ｗｅｂ」の三位一体型

ビジネスをさらに推進し、経営資源を最大限に活用することで収益力の向上をめざしてまいりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の連結売上高は969億33百万円（前年同期比1.3％増）、営業利益

は56億96百万円（同18.9％増）、経常利益は59億29百万円（同21.0％増）、四半期純利益は34億28百万円

（同147.9％増）と増収増益となりました。

　

セグメント別の状況

当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。

小売事業では、より多くのお客様のご期待にお応えするため、仕入販売の強化とともに店舗の売場賃貸

によりカテゴリーの拡大をすすめてまいりました。また、今後の事業展開においても商業施設としての店

舗の魅力を最大限に高めて行くうえで、売場賃貸によるテナント導入も積極的に推進してまいります。

一方、前連結会計年度までの報告セグメントにおきましては、商品の仕入販売については「小売事

業」、テナント等の賃貸収入については「小売関連サービス事業」と、一体運営している店舗の損益を２

つに分けて計上しておりました。

したがいまして、事業の実態をより正確に表すため、当第１四半期連結会計期間より、従来「小売関連

サービス事業」に含めておりました商業施設の賃貸収入および運営管理に伴う損益等を「小売事業」に

加え、新たに「小売・店舗事業」として区分し直しております。

この変更に伴い、以下の前年同期比較につきましては、前年の数値を変更後のセグメント区分に組み替

えて比較しております。

　

（小売・店舗事業）

  小売・店舗事業では、2011年度から３ヵ年で取組んでおります「小売の革新」をすすめてまいりまし

た。自分らしさやシンプルなデザイン、快適性など、年代を越えて共通するお客様のニーズや価値観にお

応えするため、「おしゃれ×共通価値×値ごろ感」をコンセプトとして、当社グループが有する「店舗・

カード・Ｗｅｂ」を連携させた幅広いサービスを提供してまいりました。

まず、先行して取組んだ「商品の革新」では、お客様ニーズを具現化した新ＰＢが着実に成果に結びつ

き、「ラクチン」シリーズが高伸長するなど自主売場の主力商品に成長いたしました。シューズやバッグ
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などの雑貨カテゴリーに加え、婦人服のセットアップスーツやブラウス、紳士服のパンツなど衣料品が好

調に推移したことで、新ＰＢの売上高は25億円、前年同期比72％増と高伸長いたしました。

次に「売場の革新」では、引き続き商品の特徴や機能性などをわかりやすく陳列、演出した売場づくり

を推進してまいりました。また、新ＰＢ開発の原点となった「おしゃれ×共通価値×値ごろ感」のコンセ

プトをお取引先ショップとも共有し、すべての売場でお客様ニーズにお応えする品揃えの強化に取組ん

でまいりました。

また、ネット通販ではシューズの専門サイトを開設いたしました。自宅で安心、便利にご試着いただく

ための配送料・返送料の無料化、服とのコーディネートで選べる検索機能など、お客様のご要望を取り入

れたサービスを充実したことや、全国規模のキャンペーンが奏功し、Ｗｅｂ事業でのシューズの売上高は

前年同期に対し1.3倍に伸長いたしました。

このような施策により、客層の幅が拡がったことで既存店のお買上客数は前年同期を上回りましたが、

前期に閉鎖した専門店の影響などにより、売上高は771億83百万円（前年同期比1.0％減）となりました。

一方、利益面では、販管費において固定費の削減をすすめたことなどから、営業利益は19億13百万円

（同15.6％増）と増益となりました。

 

（カード事業）

カード事業では、エポスカードの新規入会は丸井店舗での入会促進に加え、独自の提携カードである

「コラボレーションカード」のお取引先様との連携をさらに強化し、丸井店舗外での新規入会を推進し

てまいりました。また、丸井店舗では、タブレット端末を利用した新規カードの発行を開始いたしました。

先行して導入した店舗では、入会審査の時間短縮により利用率の向上が期待できるカードの即時発行が

増加するとともに、お客様の申込書記入が不要になることでペーパーレス化が実現し、個人情報の管理水

準が格段に向上いたしました。

さらに、お得意様づくりの取組みとして、ゴールドカード会員の拡大をすすめてまいりました。会員限

定の割引やポイント優待などサービスを充実し、ゴールドカードの会員数は前期末から8万人増の65万人

となりました。

このような施策により、お客様の利便性向上とメインカード化に努めてまいりました結果、2006年に発

行を開始したエポスカードの会員数は、当第１四半期連結会計期末には500万人を突破いたしました。ま

た、外部加盟店でのショッピングクレジットの取扱高は前年同期に対し26%増と引き続き高伸長したこと

から、リボ・分割払債権残高は1,398億円（前年同期比26％増）に拡大いたしました。

一方、キャッシングにつきましては、貸金業法改正による総量規制の影響が薄れ、取扱高は前年同期比

12％増の314億円まで拡大し、営業貸付金残高は1,236億80百万円（前年同期比4.0％減）と小幅な減少に

留まりました。

さらに、家賃保証や銀行ローン保証など関連ビジネスについても順調に拡大したことから、カード事業

の売上高は144億51百万円（前年同期比12.2％増）、営業利益は37億27百万円（同15.4％増）と増収増益

となりました。
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（小売関連サービス事業）

小売関連サービス事業では、商業施設からの内装工事や広告制作などの受注が拡大したことなどによ

り、売上高は117億19百万円（前年同期比6.3％増）、営業利益は6億87百万円（同8.5％増）と増収増益と

なりました。

　
(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

なお、当社は、財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、そ

の内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

 

（株式会社の支配に関する基本方針）

1. 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業価値および株

主共同の利益を確保し、向上させる者が望ましいと考えております。

また、当社の企業価値および株主共同の利益を向上させていくためには、当社の企業理念や経営資源に

関する十分な理解、中長期的な視点に立った安定的な経営が不可欠であると考えております。

現在、当社は、小売業界における厳しい競争の中、企業価値および株主共同の利益を確保し、向上させる

ため、全力で取組んでおりますが、わが国の資本市場においては、ある程度の法的な整備がおこなわれた

とはいえ、対象となる会社の経営陣と十分な協議や合意のプロセスを経ることなく、一方的に大量の株式

を取得する行為がおこなわれることも十分あり得ると判断しております。

もとより、当社は、上場会社である以上、当社株式の売買は、株主や投資家の皆様の自由な判断において

なされるのが原則であり、当社株式の大量取得行為がおこなわれる場合においても、これに応じるべきか

否かの判断は、最終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えております。従いまし

て、当社の企業価値および株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量取得行為の中には、その目的からみて、真摯に合理的な経営をめざすもので

はなく、会社に回復し難い損害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、

対象会社の株主や取締役会がその条件などについて検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提

示するための十分な時間や情報を提供しないものなど、対象会社の企業価値および株主共同の利益に資

さない取得行為がおこなわれる可能性も否定できません。

当社は、このような買収者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として適当ではないと

判断いたします。

 

2. 基本方針の実現に資する取組みの内容

① 当社の企業価値および株主共同の利益を確保し、向上させるための取組み

当社グループでは、年代の枠を越え幅広いお客様にご支持いただける丸井グループの実現をめざし、

お客様ニーズに基づきすべての事業の革新をすすめるとともに、経営資源を最大限に活用し、「店舗・

カード・Ｗｅｂ」の三位一体型ビジネスをさらに推進してまいります。

  小売・店舗事業については、「おしゃれを楽しみたいすべてのお客様にご支持いただける丸井」の

実現に向けて、お客様の潜在ニーズにお応えすることで、客層及び客数の拡大に取り組むとともに、自

主売場やＰＢ商品を強化してまいります。

  自主・ＰＢについては、お客様と共同開発した新ＰＢ商品のアイテム数と型数の拡大をすすめると

ともに、新ＰＢで培った「お客様を起点としたモノづくり」の手法を活かし、「年代を越えたお客様
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ニーズ」にお応えする「新自主売場」づくりをすすめてまいります。売場と本部が一体となって、年代

を越えた共通価値を提供する売場づくりに取組み、これを店舗改装や店づくりに拡げることで、小売・

店舗事業の収益力の向上をめざしてまいります。

次に、カード事業については、お客様ニーズに基づくご利用客数・ご利用額の拡大と、三位一体化に

よる収益力の向上に取組んでまいります。エポスカードの発行は丸井店舗でのご入会に加え、独自の提

携カード「コラボレーションカード」やネット経由での入会促進など、丸井店舗以外での発行を拡大

してまいります。また、ゴールドカードの店頭即時発行やゴールド・プラチナカードのポイントの有効

期限永久化など、お客様のご要望にお応えした施策を展開し、カードの魅力を進化させることで、ご利

用客数とご利用額の拡大をめざしてまいります。

さらに、三位一体化の取組みでは、オンラインサービス「エポスネット」へのご登録を丸井店舗全店

でお勧めすることで、カード会員のネット登録率を高め、ご利用明細のＷｅｂ化や販促メールの活用に

より、タイムリーな情報発信とローコストな運営をすすめてまいります。

このように、丸井グループの経営資源とノウハウを最大限に活用して当社グループ独自のビジネス

モデルを確立し、今後の成長と業績の向上につとめてまいります。

　

② 社会的責任への取組み

  当社は、株主の皆様、お客様、お取引先の皆様、地域社会の皆様、そして従業員からも信頼される企業

グループであり続けることをめざしております。そのため、常にお客様の視点に立った商品・サービス

を提供することはもとより、安全で安心な営業体制の確立や個人情報保護など法令・ルールの遵守、環

境保全をはじめとしたさまざまな社会貢献活動の実施など、積極的に社会的責任を果たすべく取組み

を推進してまいりました。今後も、ますます高度化される社会的責任への要求にお応えすることを通じ

て、さらに企業価値の向上をはかってまいります。

　

③ コーポレート・ガバナンス強化への取組み

  当社では、健全で公正な経営を第一に、長期安定的に企業価値および株主共同の利益を向上させてい

くことをコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方として、監査機能の強化と透明度の高い経営を

推進するとともに、経営の透明性・公正性をより一層高めるため、社外取締役の選任、取締役の任期短

縮などをおこなってまいりましたが、今後もより一層のコーポレート・ガバナンスの充実につとめて

まいります。
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3. 不適切な者によって支配されることを防止する取組み

前記の基本方針の実現に資する取組みを基本として、当社の企業価値および株主共同の利益の最大化

を追求してまいる所存でございますが、企業価値および株主共同の利益に資さない株式の大量取得行為

がおこなわれる可能性を否定できない現状を踏まえ、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防

衛策）（以下、「本プラン」といいます。）を導入しました。当社株式の大量取得行為がおこなわれる場

合に、株主の皆様が適切な判断をするために、あるいは当社経営陣や独立委員会等が買収者と交渉・協議

するために、必要・十分な情報と時間を確保することにより、当社の企業価値および株主共同の利益を確

保し、向上させることを本プランの目的としております。

本プランは、(a)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付、

または、(b)当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合およびその

特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け(以下、「買付等」といいます。)を対象

とします。

  当社の株券等について買付等がおこなわれる場合、当該買付等をおこなおうとする者（以下「買付者

等」といいます。)には、買付内容等の検討に必要な情報および本プランを遵守する旨の誓約文言等を記

載した書面を当社取締役会に対して事前に提出していただきます。その後、買付者等から提供された情報

や当社取締役会からの意見およびその根拠資料や代替案が、独立性の高い社外取締役および社外監査役

によって構成される独立委員会に提供され、その評価、検討を経るものとします。独立委員会は、必要に応

じて、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の

専門家を含みます。)の助言を得た上、買付等の内容の評価・検討、当社取締役会の提示した代替案の検

討、直接または間接に買付者等との交渉、株主の皆様に対する情報開示等をおこないます。

独立委員会は、買付者等が本プランに定められた手続を遵守しなかった場合、その他買付等の内容の検

討の結果、当該買付等が当社の企業価値および株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれの

ある買付等である場合など、本プランに定める要件のいずれかに該当すると認めた場合には、当社取締役

会に対して、新株予約権の無償割当てを実施することを勧告します。

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重して新株予約権の無償割当ての実施または不実施等

に関する会社法上の機関としての決議をおこなうものとします。また、当社取締役会は、独立委員会の新

株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告を尊重し、新株予約権の無償割当ての実施を決議した場合

には、株主総会を招集し、株主の皆様の意思を確認します(ただし、買付者等が本プランに定められた手続

きを遵守しない場合を除きます。)。

  本プランの有効期間は、平成23年６月29日開催の第75回定時株主総会終結の時から平成26年６月に開

催予定の定時株主総会終結時までとします。ただし、有効期間の満了前であっても、当社の株主総会にお

いて出席した議決権を行使することができる株主の皆様の議決権の過半数をもって本プランを廃止する

旨の決議がおこなわれた場合、または、当社の株主総会で選任された取締役で構成する取締役会により本

プランを廃止する旨の決議がおこなわれた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。

  本プランの更新にあたっては、新株予約権の無償割当て自体はおこなわれませんので、株主および投資

家の皆様の権利・利益に直接具体的な影響が生じることはありません。他方、新株予約権の無償割当てが

おこなわれた場合、株主の皆様が新株予約権の行使および行使価額相当の金銭の払込をおこなわなけれ

ば、他の株主の皆様による新株予約権の行使により、その保有する当社株式の価値が希釈化されることに

なります(本プランに定められたところに従い、当社が非適格者以外の株主の皆様から新株予約権を取得

し、それと引き換えに当社株式を交付することとした場合を除きます。)。また、一旦新株予約権の無償割

当ての実施が承認された場合であっても、本プランに定められたところに従い、当社が新株予約権の無償

割当てを中止し、または新株予約権を無償にて取得することとした場合には、当社株式の１株当たりの価
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値の希釈化は生じませんので、かかる希釈化が生じることを前提にして売買をおこなった株主および投

資家の皆様は、当社株式の株価の変動により相応の損害を被る可能性があります。

その他、本プランの詳細につきましては、当社ホームページに掲載の平成23年５月13日付「当社株式の

大量取得行為に関する対応策(買収防衛策)の更新について」をご参照ください。

  (http://www.0101maruigroup.co.jp/pdf/settlement/11_0513/11_0513_1.pdf)

 

4. 具体的取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

前記の基本方針の実現に資する取組みは、いずれも当社の企業価値および株主共同の利益を継続的か

つ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、当社の基本方針に沿うものであ

ります。

また、本プランは、前記の「３．不適切な者によって支配されることを防止する取組み」に記載のとお

り、当社の企業価値および株主共同の利益を確保し、向上させる目的をもって導入されたものであり、当

社の基本方針に沿うものであります。特に、本プランは、株主総会で承認を得て導入されたものであるこ

と、合理的かつ客観的要件が設定されていること、独立性の高い社外取締役および社外監査役によって構

成される独立委員会の判断を重視すること、独立委員会は第三者専門家の助言を得ることができること、

当社取締役の任期は１年であり、毎年の取締役の選任を通じても、本プランにつき、株主の皆様のご意向

を反映させることが可能なこと、当社株主総会または取締役会により、いつでも廃止することができるこ

となどにより、公正性・客観性が担保されており、当社の企業価値および株主共同の利益を損なうもので

はなく、当社取締役の地位の維持を目的とするものではありません。

　
(3) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,400,000,000

計 1,400,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年８月1日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 318,660,417318,660,417
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株

計 318,660,417318,660,417― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年４月１日～
平成25年６月30日

― 318,660 ― 35,920 ― 91,307

　

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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  （７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、直

前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成25年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 

44,948,200
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

273,593,4002,735,934
―

単元未満株式
普通株式

118,817
― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 318,660,417― ―

総株主の議決権 ― 2,735,934 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成25年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱丸井グループ

中野区中野４－３－２ 44,948,200― 44,948,20014.11

計 ― 44,948,200― 44,948,20014.11

(注)  当第１四半期会計期間末現在の自己株式数は44,899,792株です。

　
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年４月１日

から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 29,951 32,542

受取手形及び売掛金 6,190 4,634

割賦売掛金 171,187 180,807

営業貸付金 123,739 123,680

商品 19,334 20,526

その他 30,590 42,729

貸倒引当金 △8,270 △8,050

流動資産合計 372,725 396,871

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 68,741 67,786

土地 98,886 98,886

その他（純額） 5,421 5,612

有形固定資産合計 173,049 172,285

無形固定資産 6,476 6,353

投資その他の資産

投資有価証券 22,602 24,099

差入保証金 39,069 38,686

その他 10,250 8,987

投資その他の資産合計 71,922 71,772

固定資産合計 251,448 250,412

資産合計 624,173 647,284
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 28,208 26,387

短期借入金 69,262 71,260

コマーシャル・ペーパー 5,000 28,000

未払法人税等 1,726 2,148

賞与引当金 3,617 2,028

ポイント引当金 1,719 1,954

商品券等引換損失引当金 149 150

その他 23,046 24,965

流動負債合計 132,728 156,894

固定負債

社債 82,000 82,000

長期借入金 87,500 85,500

利息返還損失引当金 11,158 9,922

その他 6,734 6,639

固定負債合計 187,393 184,061

負債合計 320,121 340,956

純資産の部

株主資本

資本金 35,920 35,920

資本剰余金 91,307 91,307

利益剰余金 225,554 226,757

自己株式 △53,889 △53,831

株主資本合計 298,893 300,154

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,744 5,785

その他の包括利益累計額合計 4,744 5,785

新株予約権 25 1

少数株主持分 389 386

純資産合計 304,051 306,327

負債純資産合計 624,173 647,284

EDINET提出書類

株式会社　丸井グループ(E03040)

四半期報告書

13/20



(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

売上高 95,703 96,933

売上原価 60,396 60,303

売上総利益 35,306 36,629

販売費及び一般管理費 30,517 30,933

営業利益 4,789 5,696

営業外収益

受取利息 37 32

受取配当金 291 268

償却債権回収益 176 239

固定資産受贈益 157 109

その他 49 41

営業外収益合計 712 691

営業外費用

支払利息 493 439

その他 107 18

営業外費用合計 600 458

経常利益 4,901 5,929

特別損失

固定資産除却損 133 74

固定資産見積変更差額 2,385 －

その他 6 －

特別損失合計 2,525 74

税金等調整前四半期純利益 2,375 5,855

法人税等 993 2,421

少数株主損益調整前四半期純利益 1,382 3,433

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 4

四半期純利益 1,383 3,428
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,382 3,433

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △985 1,040

その他の包括利益合計 △985 1,040

四半期包括利益 397 4,474

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 397 4,469

少数株主に係る四半期包括利益 △0 4
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【注記事項】
　

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

連結の範囲の重要な変更

㈱エポス保証は清算手続きにより重要性がなくなったため、当第１四半期連結会計期間より連結の範

囲から除外しております。

　
　
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

税金費用の計算 税金費用の計算については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の

税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっておりま

す。ただし、見積実効税率を用いて計算すると著しく合理性を欠く場合には、法

定実効税率を使用する方法によっております。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

偶発債務

金融機関が行っている個人向けローンに対する保証債務残高は、次のとおりです。

　

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
 

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

 

　 百万円 百万円

　 13,880 14,503

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりです。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

　 百万円 百万円

減価償却費 2,690 2,432

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）

 配当金支払額  

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 1,915 7 平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日）

 配当金支払額  

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 2,189 8 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注)２

小売・店舗 
事業

カード事業
小売関連
サービス事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 76,641 12,368 6,693 95,703 ― 95,703

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1,350 515 4,329 6,195 △6,195 ―

計 77,991 12,884 11,022101,898△6,195 95,703

セグメント利益 1,654 3,228 633 5,516 △727 4,789

(注) １  セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去563百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用 

△1,245百万円などです。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の費用です。

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注)２

小売・店舗 
事業

カード事業
小売関連
サービス事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 75,805 13,926 7,200 96,933 ― 96,933

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1,377 524 4,518 6,420 △6,420 ―

計 77,183 14,451 11,719103,353△6,420 96,933

セグメント利益 1,913 3,727 687 6,327 △631 5,696

(注) １  セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去674百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用△

1,161百万円などです。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の費用です。

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントの変更等に関する事項

当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更し、従来「小売関連サービス事業」に含め

ておりました商業施設の賃貸収入および運営管理に伴う損益等を「小売事業」に加え、新たに「小売・

店舗事業」として区分し直しております。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき組み替え

表示しております。
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(１株当たり情報)

  １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び

算定上の基礎は、以下のとおりです。
　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

(1)１株当たり四半期純利益金額 5円05銭 12円52銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益(百万円) 1,383 3,428

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,383 3,428

普通株式の期中平均株式数(千株) 273,713 273,760

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 12円52銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益調整額（百万円） ― ―

普通株式増加数（千株） ― 2

(うち、新株予約権(千株)) (―) (2)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

― ―

(注)  前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社　丸井グループ(E03040)

四半期報告書

18/20



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年８月１日

株式会社丸井グループ

取締役会  御中
　

有 限 責 任  あ ず さ 監 査 法 人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    佐    野          裕    ㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    富    永    淳    浩    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社丸井グループの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成

25年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四

半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社丸井グループ及び連結子会社の平成

25年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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